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テーマ 著作権最新動向
１．著作権管理事業法（2001年10月）施行
新たに著作権管理団体が設立され、複写料金の大幅な値上げ問題が起きている。
２．アメリカの著作権法と日本の著作権法の比較
アメリカの著作権法には、「公正利用」の規定があり、公正な著作物の利用として、それに
該当するものと判断されれば、適法な行為となる。
３．欧米の公共貸出権事情
書籍の売上げ減少と図書館の貸出冊数増加には因果関係があり、その損害に対する
補償金の支払いを求める著作者側からの発言が活発化している。欧米ではすでに
「公共貸出権」という制度があり、日本でも導入すべきであるという議論が起きている。
４．文化審議会著作権分科会
（１）文化庁文化審議会著作権分科会の構成と「戦略的対応を行うべき５つの分野」について
①法制問題小委員会（情報化等に対応した著作権の権利・権利制限）
②契約・流通小委員会（流通促進のための政府から民間への支援、契約に関する法制）
③国際小委員会（国際的ルール、アジア地域との連携、海賊版対策）
④著作権教育小委員会（社会人等への普及啓発事業、児童生徒への教育充実、
教員の指導力向上支援）
⑤司法救済制度小委員会（著作権に関する司法制度、裁判外紛争解決手段等）
（２）図書館関連事項
<図書館側からの権利制限の拡大要求>
①ファクシミリ等の公衆送信の利用
②入手困難な図書資料に掲載された著作物の全部を複製
③再生手段の入手が困難である図書資料の複製
④視覚障害者のための録音図書
⑤・インターネット端末から利用者がプリントアウトできること
   ・図書館資料をデータベース化できること
<権利者側からの権利制限の縮小要求>
①営利目的の「調査研究」を目的とした場合、権利制限の対象から除外
②資料貸出に対する補償金
③資料複製に対する補償金
④・公衆の用に供するコピー機を利用した私的使用のための複製を権利制限の対象から除外
   ・ビデオ等の上映を、権利制限の対象から除外
･公正利用:”Fair Use” 公正な使用であれば、著作物を著作権者の許諾無く使用できる。
･公共貸出権（公貸権）:”Public Lending Right” 図書館における著作物の利用にともなう
著作者の報酬請求権（ないしは損害賠償請求権）。

感想 著作権者側の権利保護と図書館側の利用促進の主張が平行線を辿ったままという不幸な
事態を打開する上で、公正利用に関して広汎で柔軟なアメリカの著作権法や、欧米の公共
貸出権の対応は示唆に富んでいる。また、著作権の問題はデジタル図書館構築にも深い
関わりがあり、紙媒体の著作権に関しても未解決の部分があるが、電子媒体の著作権に関
しても進展を期待したい。
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